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令和元年度事業報告 

 

事業概要 
 

近年、急速に進む少子高齢化や核家族化、価値観や生活様式の多様化、さらには、ひとり暮らし高齢者の増

加や近隣関係の希薄化など、地域福祉を取り巻く環境は大きく変化しております。 

また、頻繁に発生する地震や、豪雨、豪雪などに伴う大規模な自然災害により、多大な犠牲者と混乱が生じ

ていることから、私たちは、これらの災害から得た教訓と経験を日常における地域福祉活動の推進に生かして

いくことが求められています。 

社会福祉協議会は、地域福祉推進の中核的組織として、深刻な生活課題や新たな地域福祉の課題に向き合い、

誰もが住み慣れた地域において、健康で安心して自立した日常生活が送れるよう、地域に根ざした福祉のまち

づくりに取り組んで行く必要があります。 

このような中、都留市社会福祉協議会では、地域のさまざまな社会資源とのネットワークを活用し、多くの

人々との協働を通じ地域に密着した組織として、福祉活動推進事業、ふれあいのまちづくり事業、共同募金配

分金事業、福祉サービス利用援助事業、障害者社会参加促進事業、在宅福祉推進事業、生活支援体制整備事業、

障害者等相談支援事業等に取り組んでまいりました。 

また、介護を必要とする高齢者や障がい者の方々を対象とした介護保険事業及び自立支援居宅介護事業、基

準該当生活介護事業等に取り組んでまいりました。 

社会福祉協議会は、保健・医療・介護・福祉関係者と連携し、各種サービスの啓発・利用上の助言及び調整

など、地域における福祉の総合的な相談窓口として、多くの皆様の協力を得る中、以下の事業を展開しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 3 - 

社会福祉事業  
 
法人運営事業 

 
事業名 事業の具体的内容と目的 

理事会・評議員

会 

都留市社会福祉協議会は地域福祉の中心的な推進役として社会福祉法に位置づ

けられています。 

 法人運営においては、事業全体の管理や組織の管理を行うための理事会・評議

員会を中心に法人の健全経営に努めることを目的とする。 

事業実績 

 

組織体制 理事 15名／監事 2名  評議員 36名 

 

第 1回理事会／令和元年 5月 28日（火） 

○平成 30年度都留市社会福祉協議会事業報告及び収支決算の件 

○役員候補者の選任の件 

〇評議員候補者の選任の件 

〇評議員選任・解任委員の選任の件 

〇会長及び常務理事の職務執行状況報告の件 

 

第 2回理事会／令和元年 5月 31日（金） 

 〇委嘱状交付 

○都留市社会福祉協議会役員の選定の件 

 

 第 3回理事会／令和元年 12月 18日（水） 

  〇役員候補者の選任の件 

  〇評議員候補者の選任の件 

  〇職員就業規則中改正の件 

  〇経理規程中改正の件 

  〇第 2次都留市地域福祉活動計画進行状況の件 

 

第 4回理事会／令和元年 12月 20日（金） 

 〇委嘱状交付 

○都留市社会福祉協議会副会長の選定の件 

 

第 5回理事会／令和 2年 3月 24日（火） 

○令和 2年度都留市社会福祉協議会事業計画（案）及び収支予算（案）承認の件 

〇役員候補者の選定の件 

〇専決処分の承認を求める件（第 37回都留市社会福祉大会における社会福祉功労者の表彰の件） 

〇会長及び常務理事の職務執行状況報告の件 

                                            

 

第 1回評議員選任・解任委員会／令和元年 5月 28日（火） 

○評議員の選任の件 

 

第 2回評議員選任・解任委員会／令和元年 12月 19日（木） 

○評議員の選任の件 
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令和元年度都留市社会福祉協議会定時評議員会／令和元年 5月 31日（金） 

○委嘱状交付 

○平成 30年度都留市社会福祉協議会事業報告及び収支決算承認の件 

〇役員の選任の件 

 

 第 2回評議員会／令和元年 12月 20日（金） 

○委嘱状交付 

〇役員の選任の件 

 

第 3回評議員会／令和 2年 3月 26日（木） 

○令和 2年度都留市社会福祉協議会事業計画（案）及び収支予算（案）承認の件 

〇役員の選任の件 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

「つるの福祉」 

発行 

 社会福祉協議会が実施する事業や相談活動、ボランティアや市民活動の支援、

共同募金運動への協力など、様々な情報を広く市民に周知することを目的とする。 

事業実績 

 

社協だより「つるの福祉」を年４回発行 

 

月 内            容 

5月 

事業計画、一般会計予算、禾生・盛里地区社協活動紹介、一般会費の

お願い、ボランティア活動助成金、都留市ファミリー・サポート・セ

ンター事業運営移行、各種教室会員募集、広報モニター募集、給食サ

ービス事業、都留市社会福祉大会、共同募金結果報告、介護支援ボラ

ンティア養成講座報告、暮らしに役立つ生活術報告、シルバー作品展、

ゲートボール大会、おさらい会 

8月 

会長就任あいさつ、決算報告、社協一般会費の使途、事業報告、新社

協役員及び評議員の紹介、おもちゃドクター編フォローアップ講習

会、配食ボランティア募集、介護支援ボランティア養成講座、三吉・

開地地区社協活動紹介、介護サービス事業所からのお知らせ、ふとん

丸洗い、親睦旅行の案内、関東甲信越静地区老人クラブ連絡協議会会

長表彰、山梨県シルバー作品展 

11月 

赤い羽根共同募金、福祉医療健康講座、福祉バザー、ふとん丸洗い、

フードドライブ、高齢者作品展、暮らしに役立つ生活術、福祉サービ

ス利用援助事業、学童ミニ手話講習会、生活支援体制整備事業、東桂・

盛里地区社協活動紹介、介護支援ボランティア、訪問介護事業所から

のお知らせ、配食ボランティア交流会、暮らしに役立つ生活術、高校

生災害ボランティアスクール 

2月 

都留市社会福祉協議会役員及び評議員の紹介、谷村地区社協活動紹

介、宝地区の地域触れ合い健康事業紹介、都留市社会福祉大会、ふと

ん丸洗い、ささえあい・ホットサービス都留ボランティア養成講座、

高齢者作品展、ふるさと祭りおさらい会、介護保険事業所からのお知

らせ、災害ボランティア報告及び災害ボランティアセンター設置・運

営訓練報告、福祉バザー、山梨県社会福祉大会、「障害者の主張」大

会、市老連旅行、フードドライブ、福祉医療健康講座、赤い羽根共同

募金（実績報告及び自治会長さんへのお知らせ） 
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5月・8月 

11月・2月 

善意銀行、総合相談所カレンダー、ぼられんだより、ボランティアセ

ンターつうしん、絵手紙特集 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

非常災害基金事

業 

社協の事業の円滑な運営を図るため、非常災害基金を設置する。基金は災害に

より生じた経費の財源又は災害により生じた減収を補填するための財源に充て

る。また、緊急かつ必要やむを得ない大規模な事業の経費に充てる。 

事業展開 

 

災害により生じた経費の財源又は災害により生じた減収を補填するため、また、緊急かつ必要 

やむを得ない大規模な事業の経費に充てるため、積み立てる。（利息 4,449円積立） 
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福祉活動推進事業 

 
事業名 事業の具体的内容と目的 

社 会 福 祉 大 会 

事業 

本市社会福祉関係者が一堂に会し、社会福祉の発展に功績のあった方々及び団

体を表彰し、感謝の意を表するとともに、より一層の地域福祉活動の充実を図る

ことを目的とする。 

地域福祉に関する講演等を実施する。 

事業実績 
 

開催日  令和 2年 2月 28日（金） 午後 1時 30分  

会 場  いきいきプラザ都留 

内 容  表彰 顕彰 27名・13団体 都留市長表彰 8名・5団体 

都留市社協会長表彰 41名、1団体 感謝状 7名・1団体 

          都留市老連会長表彰  4名 感謝状 3名 
テーマ「 涙の数だけ笑おうよ 」 

車いすの落語家  林家 かん平 氏 

前 説      荻野 和仁 氏 

 

 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため大会中止 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

歳末たすけあい

事業 

 

８０歳以上のひとり暮らし高齢者やねたきり高齢者に対して、一人３千円を贈

呈し、歳末の買物の一助にしてもらうことを目的とする。 

事業実績 
 

・援護物資を支給 

80歳以上の在宅ひとり暮らし老人世帯（383世帯）に現金 3,000円、寝たきり老人（37名）に

バスタオル・現金 3,000円 

  （事業費：共同募金 500,000円・市補助金 635,963円・福祉バザー事業 141,927円） 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

地区社協活動の

支援と助成 

地区社協（地区社会福祉協議会）は、住民一人ひとりが社会福祉に参加して、
地域の中の助け合いを育てていくため地区住民や、町内会・自治会、民生委員・
児童委員、その他地区の各種団体から選出された代表者によって構成される住民
組織です。地区社協は、生活上のいろいろな問題や課題について話し合い、問題
解決のための活動や福祉の風土作りを進めていく活動を支援しそれぞれ地域に根
ざした福祉活動の展開を図ることを目的とする。 
活動費の助成と、市社協から地区担当職員を配置する。 

事業実績 

 

・地区社協へ活動交付金を支給し、福祉活動を推進するため助成 7地区合計 1,822,320円 

 ・７地区社協それぞれに市社協の職員を配置し、連携を密に地域福祉活動を推進した。 

・つるの福祉にて、7地区社協の活動を紹介した。 

・都留市自治会連合会へ地区社協への協力を要請した。 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

民生委員・児童委
員協議会への支
援と助成事業 

都留市民生委員・児童委員協議会事業の育成を目的とし、助成金を交付する。 

事業実績 
 

・都留市民生委員・児童委員協議会へ助成 246,000円 

 ・市社協の事業説明及び各種事業実施にあたり調査や協力を要請した。 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

地域福祉活動計

画推進事業 

 

地域福祉活動計画は、都留市に暮らす誰もが、より暮らしやすくなるような「地

域社会」を住民自身の手で作り上げていくための計画とし、様々な立場の住民の

声を聞き、浮かび上がってきた地域社会の課題を解決するために、具体的な行動

を起していくことを目的とする。 

また、市社協を取り巻く環境は大きく変化しており、福祉ニーズも複雑化・多

様化している。このような中、改めて市社協の使命を明確にした上で、市社協の

経営理念・経営ビジョンを示し、その実現を計画的に図るため、都留市社会福祉

協議会組織発展・強化計画を推進し、地域福祉活動計画を着実に推進する。 

 

事業実績 
 

 ・第 2次都留市地域福祉活動計画推進会議を開催（年 1回） 
・第 2次都留市地域福祉活動計画第 1回進捗状況評価委員会を開催（年 1回） 
・第 2次都留市社会福祉協議会組織発展・強化計画作業部会を開催（年１回） 
・第 2次都留市社会福祉協議会組織発展・強化計画進捗状況評価委員会 
（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止） 

・第 2次都留市地域福祉活動計画進行状況について、令和元年度第 3回理事会において報告した。 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

社会福祉資金貸

付事業 

一般貸付 

生活困窮世帯に対し、一時的に資金を貸付け、生活意欲の助長と生活の安定を

図ることを目的に 50,000円以内を貸付する。 

高額医療費貸付(国民健康保険世帯) 

高額医療費支給推定額 80%以内で、最高限度額を 300,000円とし貸付する。 

事業実績 
 

資金の貸付業務・相談業務を実施し、滞納世帯に対しては状況に合わせ実態調査を行い償還指導を

行った。 

 

 相談件数 貸付件数 貸付額 

一般貸付 6件 0件 0円 

高額医療費貸付 0件 0件 0円 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

福祉バザー事業 
市民の誰もが参加できる社会福祉活動として、市民の方より遊休品の提供を受

け実施する。 

事業実績 
 
自治会や民生委員、地区社協役員等の協力により、各家庭から遊休品を提供していただき、歳末福

祉バザーを実施した。また、いきいきプラザ都留内において、時間の都合で販売できなかったバザー
の品物を販売した。 
実施日 令和元年 11月 24日（日） 寄付点数 11,521点 
 
バザー売上金 

(当日の売上金）         1,029,300 円 
（窓口売上金）             362,100円 
（売上金合計）         1,391,400円 

 経費 
(バザー経費)            289,099円 

    (慰問金)             180,000円 

   (歳末たすけあい事業経費)  141,927円 
  （貸出用軽量車椅子購入経費） 260,000円 

   （社会福祉基金へ資金移動)   520,374円 

 

 

市内施設訪問     
慰問先 障害福祉サービス事業所みとおし ＮＰＯ法人天使のおもちゃ図書館はばたき 

社会福祉法人山梨福祉事業会宝山寮  就労支援事業所チャレンジ・ドリーム 
ＮＰＯ法人都留市地域活動支援センターむつみの家 就労支援センターいちごいちえ 

慰問金 6団体×30,000円＝180,000円 
 
 歳末たすけあい事業 
  義援金 420名×3,000円＝1,260,000円 
  内訳（市補助金 630,000円、共同募金 500,000円、福祉バザー130,000円） 

消耗品等経費 11,927円 
 
 貸出用軽量車椅子購入経費 
  5台×52,000円＝260,000円 
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ふれあいのまちづくり事業 

 
事業名 事業の具体的内容と目的 

都留市ボランティアセンター

の運営 

住民のボランティア活動への関心を高めるとともに活動参加へのきっ

かけづくりを進め、市民参加型の福祉社会を実現することを目的とし、

都留市ボランティアセンターを開設し運営する。 

 住民の主体的な地域活動への参加を促進するための相談窓口の開設、

ボランティア養成、広報・啓発、情報提供、ネットワークづくり、コー

ディネート業務などボランティア活動促進全般の業務を行う。また、ボ

ランティア・市民活動支援機能を強化するため基盤を整備する。 

事業実績 
 

・ボランティア相談 月～金曜日実施 相談件数  1,277回 

・ボランティア情報ボード 市内７ヵ所に設置  年 5回発信 

・ボランティアグループ・団体実態調査実施  年 1回 

・ボランティア活動保険加入手続き  年 98件 

・貸館（いきいきプラザ都留内ボランティア活動室・点字音声図書館）  年 199件 

・備品貸出し  年 83回 

・ボランティア関係資料の発行 「ボランティアハンドブック」 

  

事業名 事業の具体的内容と目的 

都留市ボランティア連絡会の

支援 

 ボランティア間の連絡、情報交換を行い、円滑なボランティア活動の

推進と、地域福祉活動の進展に寄与することを目的とする都留市ボラン

ティア連絡会の運営を支援する。 

 都留市ボランティア連絡会の事務局機能を果たし、連絡会の運営を支

援する。 

 

事業実績 
 

・ボランティア間の連絡、情報交換など円滑なボランティア活動の推進と地域福祉活動の進展を 

目的に支援した。 

（総会：年 1回 26名参加、理事会：年 3回延べ 22名参加、連絡会：年 1回 24名参加） 

 ・活動費助成 50,000円 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

都留市ボランティアまつり

の開催 

市民一人ひとりが、ごく自然にボランティア・市民活動に参加できる

きっかけづくり、意識啓発、交流できるイベントを開催し、都留市のボ

ランティア・市民活動の輪をさらに大きくひろげ活動の活性化を図るこ

とを目的とする。 

都留市ボランティアまつりを開催する。 

 

事業実績 
 

第 18回都留市ボランティアまつりを開催 

誰もが気軽に楽しみながらボランティア活動への理解と関心を高めるとともに、ボランティア 

相互の交流を通じて理解を深め、ボランティア活動の活性化を図った。 

（平成 31年 4月 29日（月）開催 参加者 2,650名） 

   ふれあいステージ・被災地復興支援活動コーナー・交流・体験コーナー・食のコーナー 

福祉ショップ・フリーマーケットコーナー・防災コーナー・展示コーナー等を実施 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

地区ボランティアコーディ

ネーター設置事業 

 身近な地域の中で住民のボランティア活動への関心を高め活動参加へ

のきっかけづくりを進めるとともに、ボランティア活動の現状やニーズ

等情報を収集し、円滑なボランティア活動の推進とコーディネート機能

の向上を図ることを目的とする。市内７地区にボランティアコーディネ

ーターを設置する。 

事業実績 
 

・市内 7地区に地区ボランティアコーディネーターを 11名配置 

・地区ボランティアコーディネーター連絡会 

市内各地区からの情報提供やボランティア活動推進について協議  年 12回開催 

・ボランティア情報ボードを活用し情報発信  年 12回 

 ・各種ボランティア事業実施にあたり運営協力  

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

災害救援ボランティア・福祉

救援ネットワーク活動事業 

大規模な自然災害が発生した場合に備え、平常時から住民の意識啓発

活動、災害ボランティアセンター・福祉救援活動の基盤整備、災害時要

援護者の支援体制づくりを目的とする。 

都留市災害救援ボランティア連絡会、災害ボランティアコーディネー

ター研修、青少年災害ボランティアスクール、災害時要援護者支援班活

動、防災ネットアマチュア無線クラブ、災害ボランティアセンター設置

運営訓練等を行う。 

事業実績 

 

・大規模な災害発生時に、都留市地域防災計画に基づき都留市災害対策本部との協議を経て災害ボ 

ランティアセンターを設置し、被災者本位の救援・援助活動を効果的かつ迅速に行うため、平常 

時から関係者と災害ボランティアセンターの設置・運営に関する課題検討などを行い、災害時に 

おける活動の環境整備を図るため、都留市災害ボランティアセンター運営検討委員会の開催を予定

していたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため会議を中止した。 

・災害ボランティア活動促進を図るため、山梨県立都留興譲館高等学校・谷村地域協働のまちづくり

と協働して高校生災害ボランティアスクールを開催した。（年 1回開催、727名参加） 

・災害ボランティアセンターが行う被災地・避難所・その他の機関との情報伝達のボランティア活 

動として、防災ネットアマチュア無線クラブ活動を支援した。（年 2回、延べ参加者 18名） 

・災害ボランティアセンター設置・運営訓練を開催した。 

（年 1回開催、参加者 25名） 

・都留市総合防災訓練については、開催予定日が 9月初旬であり猛暑が予想されることから中止とな

った。 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

福祉教育推進事業 

 

児童・生徒の福祉・ボランティアに対する関心を高め、様々な体験活

動を通じて社会連帯・ボランティア精神・福祉のこころを醸成するとと

もに、子どもたちを通じて家庭や地域へ啓発を図ることを目的とする。 

福祉のこころ醸成事業、学校からの相談援助業務を行う。 
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事業実績 

 

・学校からの相談援助 年 33回 

・都留第二中学校文化部ふれあい活動を開催  年 1回  

 ・都留市児童生徒連絡協議会活動支援 通年 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

ボランティア活動推進校事業 

市内小学校及び中学校の児童・生徒が体験をとおして、社会福祉への

理解と関心を高め、日常生活の中に相互扶助と社会連帯の精神を養うと

ともに、児童・生徒を通じて家庭及び地域社会の啓発を図ることを目的

とする。 

 市内の小・中・高等学校 12校を都留市ボランティア活動推進校として

指定し、助成金を交付し活動を支援するとともに、相談援助業務を行う。 

事業実績 
 

・都留市ボランティア活動推進校連絡会 

学校・地域・社協・関係者が連携し、子どもたちの自主性・社会性を伸ばす方法や魅力的で 

多彩な学習・体験プログラム開発などの研究協議を行った。（年 1回開催、参加者 23名） 

  

事業名 事業の具体的内容と目的 

ボランティア団体助成事業 

 地域の中で自主的に活動しているボランティア団体・グループが、活

動を継続し、さらに発展していけるよう、支援することを目的とする。 

 １団体当たり５万円を上限に、活動費として助成金を交付する。 

事業実績 
 

１団体当たり５万円を上限に、活動費として助成金を交付した。 

手話サークル千羽会、ボランティアサークルひびきの会、都留市ボランティア連絡会、手話＆ステ

ップニュークレイン、「歌声のつどい」ボランティア鈴木志ぐれ、市民ボランティアＹＯＵＲ  

ＨＯＵＳＥ～きみのいえ 6団体合計 300,000円 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

各種ボランティア講座の開催 

ボランティアニーズ・活動経験・参加意欲・年代に応じた各種講座を

開催し、ボランティア活動を活性化することを目的とする。 

 ボランティア入門講座、青少年のボランティア体験、ボランティア講

習会経験者編、在宅福祉ボランティア講座、中学生のボランティア体験

学習など地域課題に即したプログラムで開催する。 

事業実績 
 

・ボランティア入門講座を開催 

夏休み親子ミニ手話講習会を開催した。（年１回開催、参加者 35名） 

男性のためのボランティア入門講座「おもちゃドクター編」のフォローアップ講習会を開催した。 

（年８回開催、延べ参加者 91名） 

・在宅福祉ボランティア育成 

地域で暮らす高齢者や障害のある方々の想いや言葉に耳を傾け、共感と受容をもって心のケアにあ

たる傾聴ボランティア活動の展開を図るため、傾聴ボランティア定例会を開催した。 

（年 6回開催、延べ参加者 84名） 
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・中学生のボランティア体験学習を開催（年 3回開催、延べ参加 74名） 

市内 3中学校を対象に、夏休みを利用し介助の基本、ボランティア学習、社会福祉施設・介護保険

事業所で地域ボランティア体験を実施した。 

 ・都留市ボランティア活動先進地視察研修を実施（年 1回実施、参加者 26名） 

 ・沼津市ボランティア連絡会視察研修を実施（年１回実施、参加者 53名） 

 ・学童ミニ手話教室を開催（年 3回開催、参加者 47名） 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

総合相談事業 

 

住民の生活上の各種相談に応じ、生活の安定と安心を支えることを目

的とする。 

一般相談、ボランティア相談、心配ごと相談（簡易裁判所相談事業）

を行う。 

 

事業実績 
 

一般相談・ボランティア相談 

  相談日時：毎週月曜日から金曜日（祭日は除く）8時 30分～17時 15分 

対応：社協職員  

心配ごと相談 

 相談日時：毎月第１・第 3金曜日 13時～16時 

  相談員：司法書士 

 

種類 開催日 開催日数 相談件数 

一 般 相 談 社協稼働日 随時    244件 

心配ごと相談 月 2回（金） 23回     40件 

ボランティア相談 社協稼働日 随時   1,277件 
 

事業名 事業の具体的内容と目的 

ふれあい・いきいきサロン 

 

在宅の高齢者が気軽に集いお互いに交流を深め、地域の人たちとのふ

れあいの輪を広げると共に皆で支えあう地域づくりを目指し、身近な地

域を拠点に、住民である高齢者とボランティアとが、それぞれの興味や

関心に合わせて協働で企画をし、共に運営する仲間づくりの場をつくり、

早期の介護予防活動の推進と地域ボランティア活動の促進を図ることを

目的とする。 

 身近な地域におけるふれあい・いきいきサロン活動を推進する。 

 

事業実績 
 

身近な地域を拠点に、ふれあい交流活動（レクリエーション等）、麻雀、健康づくり（健康チェック、 

相談、ストレッチ体操等）、会食またはお茶飲み、趣味・文化活動（手芸、折紙、歌等）、地域の 

子どもたちとの交流などを実施した。（市内 31か所） 

 

ふれあい・いきいきサロン活動事業補助金を交付 

6団体 648,605円 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

ふれあい・子育てサロン 

親の孤立化防止、仲間づくり、地域で安心して子育てができる環境づ

くり、子どもの心身の健やかな成長に資する、住民の自主的な福祉活動

としての参加促進、地域の連帯や福祉力の醸成を目的とする。 

月１回は親も子も友達づくりをすすめる親子サロン、月１回は母親が

リフレッシュするためのリフレッシュサロンを開催する。 

事業実績 
 

子育て支援グループの活動を支援した。  

  （NPO子育て支援サークルベビタスママタス、NPO法人にこ研親子のえがお研究クラブ） 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

いこいの広場（障がい者の地

域交流事業） 

障がいの有無に関係なく、地域の方々、障がいのある方々、学生など

が一体となり誰もが充実して楽しく過ごせるような地域づくりを目的と

する。 

いこいのひろばを定期的に開催する。 

事業実績 
 

地域の人々、障がいのある人々、学生などが一体となり、誰もが充実して楽しく過ごせるよう、様々

なクラブ活動やレクリエーション活動を行なった。 

（年 9回 参加者延べ 281名） 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

福祉医療健康講座 

都留医師会、都留 CATV と協働し、「福祉・医療・健康」について市民

と医師のディスカッション形式の対話集会を開催し、地域社会に対する

福祉・医療の啓蒙・啓発活動に努めると共に、住民の病気予防活動につ

なげることを目的とする。 

事業実績 
 

山梨県立男女共同参画推進センターぴゅあ富士とタイアップして、山梨大学、都留医師会、都留 

ＣＡＴＶ、社会福祉協議会と 5者で協働し開催した。 

テーマ「最先端がん医療－がん検診で早期発見、最新治療で克服－」 

（令和元年 11月 17日（日）、参加者 57名） 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

老人の幸せの里づくり事業 

高齢者の生きがいづくりとして、各教室（民謡・詩吟・舞踊・大正琴・

歌謡・囲碁・将棋）を開催し、介護予防や引きこもり防止につなげるこ

とを目的とする。 

また、一年の活動の成果を発表する場として「ふるさと祭りおさらい

会」を開催する。 

事業実績 
 

高齢者の生きがいづくり・社会参加を進めるため、各教室を開催 
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教室名 開催数 延べ参加者数 

民 謡 教 室 18回 138名 

囲 碁 教 室 24回 358名 

将 棋 教 室 22回 139名 

舞 踊 教 室 16回 157名 

大 正 琴教室 22回 132名 

歌 謡 教 室 11回 262名 

詩 吟 教 室 15回 125名 

  計 1,311名 

ふるさと祭りおさらい会 新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

おふくろの味･知恵袋交換

会 

 高齢者の持つ様々な知識や技術を地域福祉活動に活かし高齢者の生き
がいづくりやボランティア活動の参加促進を図るとともに、世代間交流
の輪を広げ、家庭生活に役立つ様々な生活文化を伝授しあい、それぞれ
の日常生活を豊かなものにすることを目的とする。 
 おふくろの味を伝授する料理教室や、生活の知恵を伝授する機会を

設ける。 

事業実績 

おふくろの味･知恵袋交換会を開催（年 1回、参加者 24名） 

家庭の食卓や毎日の暮らしをテーマに調理・会食・世代間交流を実施した。 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

都留市住民参加型有償在宅

福祉サービス事業 

日常生活で困った時に地域の中でお互いに支え合い、誰もが自立した、
より豊かな生活が送れるよう、住民が、支え合いの精神に基づいた主体
的な参加と協力により、よりきめ細やかな福祉サービスを展開すること
を目的とする。 
住民参加型有償在宅福祉サービス「ささえあい・ホットサービス都留」
を展開する。サービスを提供する有償ボランティア養成講座を開催し円
滑に事業を展開する。 

事業実績 
 
おおむね６５歳以上の高齢者またはその家族、障害（児）者またはその家族、子育て中の家庭、ケ

ガや病気等で一時的に生活に支障をきたしている方を対象に食事の援助、衣類の洗濯・補修、日常的 
な住居等の清掃、整理整頓、生活必需品の買い物、手紙等の代筆、朗読、話し相手、見守り、医療機
関等との連絡、受診時の付添い、薬の受取り・服薬確認、簡単な身の回りの援助、外出介助（散歩、
買い物付添、通院の付添等）、大掃除、粗大ごみの片付け、ゴミ出し、庭の草取り、庭木の剪定、雪か
き、子育て支援（家事援助）等、在宅福祉に必要なサービスを実施した。 

 （利用会員 196名 協力会員 82名 延べ 247回稼働） 
・住民参加型在宅福祉サービス養成講座を開催 年 1回 参加者 16名 協力会員新規登録 13名 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

福祉課・長寿介護課・健康子

育て課・社会福祉協議会四者

での情報交換会 

保健福祉センターいきいきプラザ都留の中にある、福祉課、長寿介護
課、健康子育て課、社会福祉協議会の四者で情報交換・意見交換を行い、
各々の使命・役割・事業内容を共有化し、市民にわかりやすく市の保健
福祉関係の情報を提供するとともに、市民からの問い合わせや相談対応
に関して、適材適所に結び付けるよう四者で連携することを目的とする。 
四者協議の場を設ける。 

事業実績 
 

福祉課、長寿介護課、健康子育て課、社会福祉協議会四者での情報交換や会議を随時行った。 
 

 
事業名 事業の具体的内容と目的 

障がい者スポーツの振興 

障害者団体・障害者施設・デイケアなどとネットワークをつくり、障

害者同士の交流と地域住民の交流の場としてスポーツ交流会を開催し、

スポーツの楽しさを通じて親交を深めるとともに相互理解を深め、共に

生きる地域社会づくりをすすめることを目的とする。 

グラウンドゴルフ交流会を開催する。 

事業実績 

 

障害者スポーツ交流会を行った。（年 1回 参加者 76名） 

視覚障害者協会、むつみの家、身体障害者福祉会、福祉課、グラウンドゴルフ協会、社会福祉協議

会と連携して障害者スポーツ交流会を企画し、グラウンドゴルフで交流した。手話サークル千羽会、

みとおし、回生堂病院、地区ボランティアコーディネーター、大学生ボランティアなど数多くの方々

と交流した。 

 

 
事業名 事業の具体的内容と目的 

共同募金配分金事業 
善意による住民の募金の配分金を効率的に利用し、社会福祉事業に役立

てることを目的とする。 
事業実績 

 
(１) 赤い羽根共同募金運動 
・令和元年 10月 1日（火）～令和２年 3月 31日（月） 

戸別募金、職場募金、大口募金、歳末たすけあい運動を実施 
 ・令和元年 10月１日（火） 街頭募金を実施 
   社協関係機関のほか、小学生・中学生ボランティアが協力      総合計 4,787,702円 
(２)歳末たすけあい事業 

  ・援護物資の支給 
80歳以上の在宅ひとり暮らし老人世帯（383世帯）に現金 3,000円、寝たきり老人世帯（37世

帯）にバスタオル・現金 3,000円 （共募分 500,000円） 
(３)地区社会福祉協議会等小地域福祉活動事業 
・地区社協へ助成    7地区合計 79,000円（地区社会福祉協議会活動費） 
・ふれあい広場遊具補修事業（月見ヶ丘自治会）272,000円 

 (４) 市町村社会福祉協議会地域福祉活動事業（ボランティア活動推進校事業） 
 ・市内 12小・中・高校にボランティア活動助成金を交付（516,000円） 

 （５）地域福祉活動団体推進事業（老人・身障者運動会） 
  ・老人ゲートボール大会事業（市老人クラブ連合会）（52,000円）、障害者運動会事業（市身障福祉

会）（52,000円）、障害者ふれあいスポーツ交流会事業（14,000円）の事業実施に対して助成 
（６）地域福祉活動団体推進事業 （ボランティアまつり） 

  ・都留市ボランティアまつりの実施（44,710円） 
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 （７）地域社会福祉事業（広報の発行） 
    ・年 4回「つるの福祉」の発行（201,000円） 
（８）地域社会福祉事業（子育て支援サロン事業） 
    ・子育てサロンへの助成 2団体 合計 100,000円 
（９）地域社会福祉事業（社会福祉大会事業） 
 ・都留市社会福祉大会の実施（60,000円） 
（10）あったかサービス事業 

・地区社協（給食サービス、ふれあいいきいきサロン）への助成（350,000円） 
（11）安心・安全なまちづくり事業 

  ・災害ボランティアセンター設備費、高校生災害ボランティアスクール事業費（213,750円） 
（12）みんなで地域をよくする事業 

  ・ボランティア団体への助成（3団体 111,150円） 

 

 
事業名 事業の具体的内容と目的 

福祉サービス利用援助事業 

東部地区（都留市・大月市・上野原市・道志村・丹波山村・小菅村）の

基幹社協として、管内市町村社協をとりまとめ、様々なサービスを適切

に利用することが困難な方（認知症高齢者・知的障害者・精神障害者）

を対象に福祉サービスの利用援助、日常的金銭管理サービス、書類等の

預かりサービスを実施し、できるだけ自立して生活が送れるよう支援す

ることを目的とする。 
事業実績 

 

 東部地区日常生活自立支援事業実施状況（平成 31年 4月 1日～令和 2年 3月 31日） 

  ・問合せ・相談件数：1,722件（認知 407件、知的 496件、精神 812件、その他 7件） 

  ・契約締結件数： 16名（認知症 6名、知的 3名、精神 5名、その他 2名） 

    ・契約終了件数： 15名（認知症 7名、精神 7名、その他 1名） 

   実利用者数 64名（令和 2年 3月末）  

 日常生活自立支援事業の広報・周知 

  ・各協力社協より相談内容や件数を定期的に聴取 

  ・協力社協を訪問・電話連絡・パンフレットを送付することにより日常生活自立支援事業を周知 

 日常生活自立支援事業の契約 

  ・利用者の自宅等を訪問し、調査・契約・支援計画・預かり書を作成 

 基幹的社会福祉協議会連絡会議への参加 

 専門員による各市町村協力社協への訪問、記録チェック 

  （ケース記録、通帳コピー等との照合） 

 契約終了に伴う手続き 

 大月市においては、市民後見人養成講座修了者に対し市民生活支援員として活躍してもらうため 

 フォローアップ研修会を実施した。 
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障害者社会参加促進事業 
 

事業名 事業の具体的内容と目的 

奉仕員等（点字奉

仕員・手話奉仕

員・朗読奉仕員）

養成事業 

障害者にとって最も身近な市町村において，ノーマライゼーション（障害のあ

る人も家庭や地域で通常の生活ができるようにする社会づくり）の理念の実現に

向けて、コミュニケーション支援、情報支援など障害者の需要に応じた事業を実

施することにより，障害者の自立と社会参加の促進を図ることを目的とする。 

手話奉仕員養成講習会、点訳奉仕員養成講習会を開催する。 

事業実績 
 

点字奉仕員養成事業 

 ・点字奉仕員養成講習会(フォローアップ)を開催 

（年 6回開催、養成人員 5名） 

 手話奉仕員養成事業 

 ・手話奉仕員養成講習会(入門・基礎)を開催 

（年 40回開催、養成人員 16名） 

 朗読奉仕員養成事業 

・朗読ボランティア講習会（初級）を開催 

（年 1回開催、参加者 10名） 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

点字・声の広報な

ど発行事業 

視覚障害者にとって住みやすい地域とは、全盲や高齢化に伴う弱視といった視

覚障害者について正しい理解がすすみ、地域の情報や制度が適切に得られること

である。地域の様々な情報を点訳・音声訳朗読などで視覚障害者にわかりやすく

情報を届ける情報支援を行うことを目的とする。 

広報つる、議会だより、つるの福祉、生活情報、行政情報を点字や声の広報に

してお届けする。 

事業実績 
 

音声訳広報 

・広報つる （12回発行） 

・議会だより（4回発行） 

・つるの福祉（4回発行） 

   

点訳広報 

  ・生活情報（8回実施）、行政関係資料（年 8回実施） 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

当事者組織の支

援 

会員相互の親睦を図るとともに保健・福祉の増進を図り、豊かに人間らしく生

きられるよう自立と社会参加をめざして活動を行う視覚障害者の当事者組織を支

援することを目的とする。 

 山梨県視覚障害者協会都留支部の事務局を担当し、活動を支援する。 

事業実績 
 

山梨県視覚障害者協会都留支部の定例会、マッサージボランティア活動、福祉講話、視覚障害者に

ついての勉強・体験会などの事業推進にあたり、事務局として支援した。 
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在宅福祉推進事業 

 
事業名 事業の具体的内容と目的 

給食サービス事

業 

住民参加による福祉のまちづくりを進めるため日常生活に支障のある高齢者、

重度の障害者等に食生活の改善及び健康増進を図るとともに地域住民による安否

確認を行うことを目的とする。 

毎日型食事サービスを提供する。 

事業実績 
 

虚弱なひとり暮らし老人や老人夫婦世帯を対象に、毎日型食事サービスを提供した。 

配食ボランティアの調整及び募集を実施した。（ボランティア登録数 80名） 

利用者個々の身体状況に応じた食事を提供した。 

 

  平日 休日 

１日平均食数 27.7 23.7 

延べ配食数 6,113 1,408 

  

配食ボランティア交流会を開催 年１回 参加者 18名 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

ふとん丸洗い事

業 

在宅のねたきり老人世帯等に対し、ふとん丸洗い事業を実施することにより、

健康で衛生的な在宅福祉の増進を図ることを目的とする。 

事業実績 
 

健康で衛生的な在宅福祉増進のため、在宅の老人世帯等に対し年３回ふとん丸洗いを実施した。 

 

 ８月実施 １２月実施 ３月実施 合計 

実人数 27 20 20 67 

枚 数 52 35 38 125 

リース利用件数 1 0 1 2 
 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

生活福祉資金貸

付事業 

低所得者、障害者又は高齢者に対し、社協と民生委員協議会と連携し資金の貸

付と必要な相談支援を行うことにより、経済的自立及び生活意欲の助長促進並び

に在宅福祉及び社会参加の促進を図り、安定した生活を送れるようにすることを

目的とする。 

 

事業実績 
 

 相談件数 貸付件数 貸付額 

件 数 4件 0件 0円 
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※ 緊急小口資金特例貸付 

新型コロナウイルスの影響を受け、休業等により収入の減少があり、緊急かつ一時的な
生計維持のための貸付けを行う。 

 
 相談件数 申込件数 申請額 

件 数 13件 10件 1,900,000円 
 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

地域ふれあい健 

康推進事業 

 都留市内の７地区（谷村地区、三吉地区、開地地区、東桂地区、宝地区、禾生

地区、盛里地区）において、地域住民主体による介護予防活動の展開を図ること 

を目的とする。 

地域ふれあい健康事業を行う。 

事業実績 
 

都留市内 6地区において、地区社会福祉協議会や協働のまちづくり推進会と連携し様々な介護予防
事業を開催した。 

 
・宝地域協働のまちづくり推進会 

七里まつりにおける介護予防コーナー 年 1回 
(脳いきいき認知症予防、若さを保つバランス食生活、お口のお手入れ、体はつらつ筋力アップ) 

  健康事業ペタンク 年 2回 
  健康ウォ―キング 年 1回 
・禾生地域協働のまちづくり推進会 

ふれあいの集い 年 1回（2日間） 
・盛里地区高齢者ふれあいのつどい実行委員会 
  ふれあいの集い 年 1回 
・三吉地区社会福祉協議会 

グラウンドゴルフ教室及びすいとん試食会 年１回 
・谷村地区社会福祉協議会 

第7回谷村地区介護予防ふれあいの集い 年１回（健康講座、たのしい体操、お茶タイム、歌声のつどい）  
・東桂地区社会福祉協議会 

第 19回まちづくり文化祭東桂における「健康体操」 年１回 
 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

福祉バス運営事

業 

 老人クラブ、福祉団体、ボランティア団体など（福祉バス使用規程）の社会福

祉活動の利便をはかることを目的とし、福祉バスを運行する。 

事業実績 
 

福祉バスの運行 

・地区老人クラブの送迎 年 112回 

  ・各種福祉団体の送迎    年  19回 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

善意銀行事業 

都留市の社会福祉事業の推進を図ることを目的とする。 

個人、企業及び団体等からの善意（金品、労力、技術等）の預託・払い出しを

行う。 

事業実績 
 
・物品預託 

  物 品：プルタブ・ペットボトルキャップ・使用済み切手・インクカートリッジ等 
社協だより（つるの福祉）へ随時掲載 

 ・金品払出、物品払出 
  義援金：東日本大震災義援金等 40,000円 
  物 品：米、綿、着物、端切れ、タオル等 
 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

社会福祉基金事

業 

個人及び事業・団体等から受ける寄付金を積み立て、都留市の社会福祉事業の

推進を図ることを目的とする。 

事業実績 
 

・福祉バザー事業より繰入金収入 520,374円 

 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

 

地域見守りネッ

トワーク事業 

住みなれた地域の中で誰もが安心して暮らすには、公的なサービスの充実とと
もに、近隣での見守りと助け合いのネットワーク（網の目の組織）が必要となる。
地域に住む人たちがネットワークを築き、福祉課題（ニーズ）を小さいうちに発
見し助け合う仕組みをつくり実践することを目的とする。 
日常的に、身近な地域の中で見守り声かけ活動を展開し、生活課題の早期発見・

早期支援を行う。 

事業展開 

 
・個別支援から、民生委員・児童委員、住民組織、事業者等とネットワークを築き、生活支援・見
守り体制を構築した。 

・社協組織内での各部署間の連携、支援のあり方を検討し、情報の共有化を図った。 
 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

生活支援体制整

備事業 

日常生活上の支援が必要な高齢者が、住み慣れた地域で生きがいを持って在
宅生活を継続していくために必要となる多様な主体による多様な生活支援・介
護予防サービスの提供体制を構築しるため、支援ニーズとサービスのコーディ
ネート機能を担い、サービスを提供する事業主体と連携して支援体制の充実・
強化を図ることを目的とする。 

事業実績 
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・生活支援サービスのコーディネート等に関する業務 
生活支援コーディネーターと協議体の活動運営について研修 年 7回参加 

 家庭生活における自立支援講座 年 2回 
地区社協へ生活支援コーディネーターの活動紹介 年 6回 
住民活動見学・交流 年 12回 
多職種連携会議 年 4回 

・協議体設置に関する業務 
都留市役所長寿介護課との打合せ 年 6回 
第 1層協議体 年 1回 
第 2層協議体設置に関する打合せ 年 14回 
三吉地区における身近な支え合い活動を話し合う会（住民勉強会） 年 1回 

 ・サービス・支援の担い手となるボランティア等の養成に関する業務 
  介護支援ボランティア養成講座 年 1回 受講者 17名 新規登録者 25名 
  住民参加型在宅福祉サービス養成講座 受講者 16名 協力会員新規登録者 13名 
 

 

事業名 事業の具体的内容と目的 

介護支援ボラン

ティア事業 

６５歳以上の高齢者の健康増進や介護予防、また、社会参加や地域貢献を通じ
た生きがいづくりを推進し、健やかでいきいきとした地域社会を作ることを目的
とする。 

事業実績 
 
・介護支援ボランティアの養成 
 介護支援ボランティア養成講座 年 1回 受講者 17名 新規登録者 25名 
 介護支援ボランティア登録数合計１０４名（令和２年３月３１日現在被該当者除く） 
・介護支援ボランティアシートの作成・配布 
介護支援ボランティアシート配布１０８冊 再発行 1冊 計 109冊 

・介護支援ボランティア受入事業所等と介護支援ボランティアの調整 
デイサービスセンターへの介護支援ボランティア受け入れ相談 
デイサービスセンターや特別養護老人ホ 
ームでの活動支援 

・介護支援ボランティア実施証明印の押印 
 受入れ可能施設での活動時 各施設にて押印 
 地域や社会福祉協議会での活動時 社会福祉協議会にて押印 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

障害者等相談支

援事業 

 障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等からの相談に応じ、必要
な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行
うとともに、虐待の防止及びその早期発見の為の関係機関との連絡調整その他の
障害者等の権利擁護のために必要な援助（相談支援事業）を行うことを目的とす
る。 

事業展開 

相談支援を利用している障害者等の人数 
 実人員 

（重複有り） 

身体障害 重症心身

障害 

知的障害 精神障害 発達障害 高次脳機

能障害 

その他 

障害者 20 2 0 5 12 １ 0 0 
障害児 0 0 0 0 0 0 0 0 
計 20 2 0 5 12 １ 0 0 

 
支援方法 

 訪問 来所相談 同行 電話相談 電子メー

ル 

個別支援

会議 

関係機関 その他 計 

件数 148 38 22 259 0 23 186 22 698 
 
支援内容 
 福祉サービス

の利用等に関

する支援 

障害や病状の

理解に関する

支援 

健康・医療に

関する支援 

不安の解消・

情緒安定に関

する支援 

保育・教育に

関する支援 

家族関係・人

間関係に関す

る支援 

家計・経済に

関する支援 

 

件数 54 108 136 370 0 141 93 
ピアカウンセラー 0 0 0 0 0 0 0 

 

 生活技術に関

する支援 

就労に関する

支援 

社会参加・余

暇活動に関す

る支援 

権利擁護に関

する支援 

その他 計 

件数 53 33 12 13 211 1224 
ピアカウンセラー 0 0 0 0 0 0 
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介護サービス事業 
 

事業名 事業の具体的内容と目的 

居宅介護支援事

業（介護保険事

業・介護予防事

業・認定調査） 

要介護状態にある高齢者に対し、適正な居宅介護支援を提供する事を目的とし、 

利用者が、要介護状態にあっても、可能な限り居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を営む事が出来るように配慮し、利用者の選択に基づき、

適切な保健医療サービス、福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率

的に提供されるよう、公正中立な居宅介護支援を行う。 

 新しい社会資源開発に向けて地域ニーズ、実態把握を目的とし地域にニーズを

キャッチし地域の生活課題として提起を行う。 

事業実績 
 

（１）利用者が可能な限り、その居宅において自立した日常生活を営む事ができるよう、適切な居宅 

サービスや施設サービスが利用できるようにケアプランを作成した。 

・延べ利用人数            （平成 30年度：1.907名 令和元年度：1.938名） 

・月平均ケアプラン作成件数（平成 30年度：  159件 令和元年度：  162件） 

・ケアマネ 1人当り件数    （平成 30年度：   32件 令和元年度：  27件） 

 

（２）認定調査の実施          （平成 30年度：   96件  令和元年度：  149件） 

                            

（３）居宅介護支援事業所連絡会・介護サービス事業所合同学習会へ出席し、市内の他事業所や行政

と連携・連絡を密にするほか事業所内での事例検討会を開催、各種研修会等に参加した。 

 

（介護利用者数） 

  4月 5月 6月 7月 8月 9月 

件数(H30) 149 152 152 157 160 162 

件数(R1) 153 146 145 148 147 148 

  10月 11月 12月 1月 2月 3月 

件数(H30) 163 159 153 149 145 148 

件数(R1) 153 153 150 149 150 150 

 

（予防利用者数） 

  4月 5月 6月 7月 8月 9月 

件数(H30) 3 3 4 4 4 4 

件数(R1) 8 9 11 11 11 11 

  10月 11月 12月 1月 2月 3月 

件数(H30) 5 5 5 5 8 8 

件数(R1) 12 15 15 16 14 13 

 

（認定調査数） 

  4月 5月 6月 7月 8月 9月 

件数(H30) 9 10 8 6 9 9 

件数(R1) 14 8 11 14 16 13 

  10月 11月 12月 1月 2月 3月 

件数(H30) 7 8 8 7 7 8 

件数(R1) 10 14 17 13 10 9 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

訪問入浴介護事

業 

要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定訪問入浴介護を提供する事を目的

とする。 

事業実績 
 

利用者が自立した日常生活を営むことができるよう、居宅における入浴を援助した。 

 

・延べ訪問件数 （平成 30年度：338件 令和元年度：354件） 

・月平均利用件数（平成 30年度：28件  令和元年度：29.5件） 

 

  4月 5月 6月 7月 8月 9月 

実人数(H30) 6 7 5 5 5 7 

延べ人数(H30) 24 32 25 32 31 32 

実人数(R1) 8 8 8 8 8 7 

延べ人数(R1) 35 30 32 33 34 30 

         10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実人数(H30) 7 5 6 6 6 8 

延べ人数(H30) 27 23 27 26 27 32 

実人数（R1) 6 6 6 6 8 6 

延べ人数(R1) 30 29 31 27 23 20 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

訪問介護事業 
訪問介護事業者として認定者の在宅での自立支援のために身体介護及び生活支

援サービスの提供を行い、在宅福祉の充実を図る事を目的とする。 

事業実績 
 

要介護状態にある高齢者に対して、心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生 

活を営むことが出来るよう、入浴、排泄、食事の介護その他の生活全般にわたる援助を図った。 

 

  ・延べ訪問回数 （平成 30年度：3,845回  令和元年度：4,423回） 

  ・月平均訪問回数（平成 30年度：  320回  令和元年度：  369回） 

  ・延べ訪問時間 （平成 30年度：3,105時間 令和元年度：3,527時間） 

 

        4月 5月 6月 7月 8月 9月 

実人数(H30) 24 28 27 27 27 30 

延べ人数(H30) 312 419 373 328 324 318 

延べ時間(H30) 240.25 320.5 292.75 266.5 259.5 263.98 

実人数(R1) 32 31 33 31 32 31 

延べ人数(R1) 441 383 325 346 392 400 

延べ時間(R1) 335.33 318.85 283.07 304.52 315.55 307.05 

       10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実人数(H30) 30 28 26 27 27 30 

延べ人数(H30) 301 274 223 256 352 365 

延べ時間(H30) 266.75 235.73 185.75 210.5 277.98 284.6 

実人数(R1) 30 32 32 25 27 27 

延べ人数(R1) 356 358 395 335 335 357 

延べ時間(R1) 270.28 274.8 311.55 259.65 249.5 297 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

介護予防・日常生

活支援総合事業 

（訪問介護） 

要支援１又は要支援２の状態にある高齢者・チェックリスト等で総合事業の対

象者とされた「事業対象者」に対し、適正な介護予防訪問介護を提供することを

目的とする。 

事業実績 
 

 利用者が可能な限り在宅において要支援状態の維持若しくは改善を図り、又は要介護状態になる事 

を予防し、自立した日常生活を営むことが出来るよう入浴、排泄、食事の介護その他の生活全般に 

わたる援助を行うことにより、利用者の心身機能の維持・改善及び利用者が自立できるよう支援を行 

った。 

 

  ・延べ訪問回数 （平成 30年度： 353回  令和元年度： 547回） 

  ・月平均訪問回数（平成 30年度：  29回  令和元年度：  46回） 

  ・延べ訪問時間 （平成 30年度： 353時間 令和元年度： 546時間） 

 

 
 

       4月 5月 6月 7月 8月 9月 

実人数(H30) 7 6 5 6 5 5 

延べ人数(H30) 39 36 31 29 27 24 

延べ時間(H30) 39 36 31 29 27 24 

実人数(R1) 7 7 9 9 9 10 

延べ人数(R1) 41 49 41 50 50 54 

延べ時間(R1) 40 49 41 50 50 54 

  10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実人数(H30) 5 5 5 5 6 7 

延べ人数(H30) 29 26 22 25 30 35 

延べ時間(H30) 29 26 22 25 31 34 

実人数(R1) 9 9 9 8 7 6 

延べ人数(R1) 51 51 47 43 36 34 

延べ時間(R1) 51 51 47 43 36 34 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

通所介護事業 

要介護者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるよう、必要な日常生活上の援助及び機能訓練を行うことを目的

とする。また、介護者である家族の身体的及び精神的な負担を軽減することを目

的とする。 

 送迎、バイタルチェック、入浴支援、昼食の提供、体操、レクリエーション、

作業療法、外出行事、保育所・幼稚園・小中高大学生やボランティア団体と交流

の機会を設け、地域住民との関わりを持ちながらサービスを行う。 

介護者の負担の軽減を図る。（介護離職の防止など） 

事業実績 
 

要介護状態にある高齢者に対して、心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生 

活を営むことが出来るよう、必要な日常生活上の援助及び機能訓練を行うなど適切なサービスを提供

した。 

・営業日    (平成 30年度：307日   令和元年度：308日 ) 

・延べ利用人数 （平成 30年度：7,612名   令和元年度：7,633名） 

・１日平均     （平成 30年度：24.7名    令和元年度：24.7名） 

 

       4月 5月 6月 7月 8月 9月 

実人数 (H30) 68 68 77 77 73 73 

延べ人数(H30) 660 681 718 688 670 643 

実人数 (R1)   67 67 64 68 74 71 

延べ人数(R1) 582 634   560 638 721 680 

 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実人数 (H30) 76 73 75 64 62 62 

延べ人数(H30) 683 680 618 507 508 556 

実人数 (R1) 71 71 72 74 74 74 

延べ人数(R1) 687 664 604 585 626 652 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

介護予防・日常

生活支援総合事

業（通所介護） 

 利用者が可能な限り在宅において要支援状態の維持若しくは改善を図り、又は要
介護状態となることを予防し自立した日常生活を営むことができるよう入浴・排
泄・食事の介護その他の生活全般にわたる援助を行うことにより、利用者の心身機
能の維持・改善及び利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行うことを目的
とする。 
心身の機能低下を予防するために、人と関わる事で楽しみを見つけられるような

時間の提供をする。また運動機能の向上を目的とした体操やレクリエーション、リ
ハビリを通じ、要介護状態へ進まぬようにする。 
社会的孤立を解消し、心身機能の維持、向上を図る。 

事業実績 

 
事業対象者並びに、要支援１相当又は要支援２相当の状態にある利用者に対して、自立した日常生 

活を営むことが出来るよう必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機
能の維持・改善及び利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行い、機能訓練等の予防介護その
他適切なサービスを提供した。 
  ・営業日     （平成 30年度：307日  令和元年度：308日） 
  ・延べ利用人数  （平成 30年度：428名  令和元年度：498名）  
  ・１日平均    （平成 30年度：1.4名  令和元年度：1.6名）  
 

 

          4月 5月 6月 7月 8月 9月 

実人数 （H30) 7 7 6 5 6 6 

延べ人数(H30) 29 42 38 29 40 32 

実人数 (R1) 9 9 11 9 8 9 

延べ人数(R1) 40 49 47 48 44 37 

          10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実人数 (H30) 5 6 7 7 8 8 

延べ人数(H30) 31 28 37 41 45 36 

実人数 (R1) 8 8 7 8 7 7 

延べ人数(R1) 46 43 33 40 37 34 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

自立支援居宅介

護事業（居宅介

護、行動援護、重

度訪問介護、同行

援護） 

利用者が居宅において日常生活を営む事が出来るよう、身体その他の状況及び

その置かれている環境に応じて、入浴・排泄及び食事等の介護・調理・洗濯及び

掃除等の家事・行動援護・生活等の相談・助言、その他生活全般にわたる援助を

行う事を目的とする。障害者総合支援法に基づいて事業を提供する。（身体障害

者・知的障害者・児童・精神障害者） 

視覚障害者を対象に同行援護（移動に必要な情報の提供や移動の援護、介護等） 

を実施する。 

 キャリアアップのための研修に参加する。 

事業実績 
在宅の障害者の生活を支援するため、居宅生活支援事業（ホームヘルプサービス）を実施した。 

多職種連携会議に事例検討を出し、参加する。 

・精神障害者(延べ訪問回数： 平成 30年度：892回       令和元年度：834回） 

(延べ訪問時間： 平成 30年度：883.5時間    令和元年度：871.8時間） 

      4月 5月 6月 7月 8月 9月 

実人数(H30) 8 8 9 9 8 8 

延べ人数(H30) 71 71 84 82 77 78 

延べ時間(H30) 70 70.25 82 79.25 77.5 77.5 

実人数(R1) 7 8 8 7 7 7 

延べ人数(R1) 66 73 77 77 75 73 

延べ時間(R1) 69.75 75.75 79.5 78.75 77.75 76.25 

          10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実人数(H30) 8 8 8 8 7 6 

延べ人数(H30) 71 71 74 71 68 74 

延べ時間(H30) 71 71 74 69.75 67.5 73.75 

実人数(R1) 8 8 7 6 6 6 

延べ人数(R1) 71 83 64 58 58 59 

延べ時間(R1) 75.25 86.5 67 61 61 63.25 

・身体障害者(延べ訪問回数： 平成 30年度：1,201回      令和元年度：1,137回） 

（延べ訪問時間： 平成 30年度：1,142時間   令和元年度：1,108時間） 

      4月 5月 6月 7月 8月 9月 

実人数(H30) 4 5 6 6 6 6 

延べ人数(H30) 88 106 109 110 113 103 

延べ時間(H30) 90.25 102.5 103 104.5 107 97 

実人数(R1) 6 6 6 6 5 6 

延べ人数(R1) 79 106 98 99 94 94 

延べ時間(R1) 75 99.75 93 96.5 92.75 92.5 

          10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実人数(H30) 6 6 6 6 6 6 

延べ人数(H30) 87 86 102 96 102 99 

延べ時間(H30) 81 78.25 95.75 91.5 95.75 95.5 

実人数(R1) 6 6 6 7 6 7 

延べ人数(R1) 100 92 97 95 76 107 

延べ時間(R1) 97.5 90.5 94.5 92.75 75.75 107.75 
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事業実績 
 

・知的障害者(延べ訪問回数： 平成 30年度：670回     令和元年度：826回） 

（延べ訪問時間： 平成 30年度: 763.5時間  令和元年度：927.8時間） 

 

       4月 5月 6月 7月 8月 9月 

実人数(H30) 4 4 4 4 4 5 

延べ人数(H30) 49 53 46 52 43 47 

延べ時間(H30) 58 60.5 46 61.5 50 55 

実人数(R1) 6 6 6 6 6 6 

延べ人数(R1) 70 70 70 70 65 68 

延べ時間(R1) 78 79 78.25 79 73.5 76.5 

  10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実人数(H30) 5 5 6 6 6 6 

延べ人数(H30) 53 54 69 69 69 66 

延べ時間(H30) 61.5 64 78 77.5 77 74.5 

実人数(R1) 5 5 6 6 6 6 

延べ人数(R1) 72 67 68 64 67 75 

延べ時間(R1) 82 74 77 71.5 74.5 84.5 
 

事業実績 
 

・児童   (延べ訪問回数： 平成 30年度：3回    令和元年度：0回） 

（延べ訪問時間： 平成 30年度：3.5時間  令和元年度：0時間） 

 

       4月 5月 6月 7月 8月 9月 

実人数(H30) 1 0 1 0 0 0 

延べ人数(H30) 1 0 1 0 0 0 

延べ時間(H30) 1.5 0 1 0 0 0 

実人数(R1) 0 0 0 0 0 0 

延べ人数(R1) 0 0 0 0 0 0 

延べ時間(R1) 0 0 0 0 0 0 

  10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実人数(H30) 0 0 0 0 0 1 

延べ人数(H30) 0 0 0 0 0 1 

延べ時間(H30) 0 0 0 0 0 1 

実人数(R1) 0 0 0 0 0 0 

延べ人数(R1) 0 0 0 0 0 0 

延べ時間(R1) 0 0 0 0 0 0 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

障がい者移動支

援事業 

障害者の方々が地域において自立した生活が出来るよう、都留市より受託し、

買物の移動や余暇活動への参加等様々な活動に対する移動支援を行う事を目的と

する。 

事業実績 
 

障害者の方々が地域において自立した生活ができるよう、事業認定を受け、買物時の移動、余暇 

活動の参加等様々な生活支援を提供した。 

 

・延べ利用人数（平成 30年度：84名    令和元年度：73名） 

  ・延べ利用時間（平成 30年度：78.5時間   令和元年度：78.5時間） 

 

        4月 5月 6月 7月 8月 9月 

実人数(H30) 2 2 2 2 1 2 

延べ人数(H30) 8 7 7 4 2 2 

延べ時間(H30) 8 7 7 4 2 2 

実人数(R1) 2 2 2 2 2 3 

延べ人数(R1) 14 10 11 4 3 7 

延べ時間(R1) 12 8.5 9.5 5.5 4 12 

  10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実人数(H30) 2 1 1 2 2 2 

延べ人数(H30) 8 7 5 10 10 14 

延べ時間(H30) 8 7 5 8 8.5 12 

実人数(R1) 1 1 2 2 1 1 

延べ人数(R1) 5 5 3 3 4 4 

延べ時間(R1) 6 6.5 3 3 4.5 4 
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事業名 事業の具体的内容と目的 

基準該当生活介

護事業 

 障害者総合支援法に基づき、障害区分認定を受けた身体障害者（内部障害や肢

体不自由な方）に対し、高齢者のデイサービス（介護保険）と同様なサービス（送

迎・バイタルチェック・入浴支援・昼食の提供・体操やレクリエーション）を提

供し、障害を持った方もできる限り地域において自立した日常生活を営むことが

できるよう在宅福祉の充実を図ることを目的とする。 

 社会的孤立を解消し、介護者負担の軽減・心身機能の維持と向上を図る。 

 介護者の負担の軽減を図る。（介護離職の防止など） 

事業実績 
 

身体障害者に対し、利用者ができる限り自立した日常生活を営むことができるよう基準該当生活 

介護（デイサービス）を実施した。 

 ・営業日   （平成 30年度：307日   令和元年度：308日） 

・延べ利用人数（平成 30年度：376名   令和元年度：494名） 

・１日平均    （平成 30年度：1.2名     令和元年度：1.6名） 

 

       4月 5月 6月 7月 8月 9月 

実人数 (H30) 3 4 4 4 4 4 

延べ人数(H30) 21 35 36 30 32 32 

実人数 (R1)    5 5 5 5 5  5 

延べ人数(R1) 40 48 44 45 44 45 

 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実人数 (H30) 4 4 4 4 4 4 

延べ人数(H30) 37 34 26 26 33 34 

実人数 (R1) 5 4 5 5 4 5 

延べ人数(R1) 42 35 40 37 38 36 

 

 

 
 
 


